
山梨県私立学校運営費補助金交付要綱 

 

 

（趣旨） 

第１条 知事は、私立学校（私立の高等学校、中学校、小学校、幼稚園及び幼保連携

型認定こども園並びに専修学校及び各種学校をいう。以下同じ。）の教育条件の維

持及び向上並びに私立学校に在学する生徒、児童及び幼児に係る修学上の経済的

負担の軽減を図るとともに私立学校の運営の健全性を高め、もって私立学校の健

全な発達向上を図るため、予算の範囲内において学校法人（私立学校法（昭和２

４年法律第２７０号）第６４条第４項に規定する法人を含む。以下同じ。）に対し

補助金を交付するもの とし、その交付に関しては、山梨県補助金等交付規則（昭

和３８年山梨県規則第２５号。以下「規則」という。）に規定するもののほか、こ

の要綱の定めるところによる。 

（補助金の交付の対象） 

第２条 この補助金の交付の対象となる者は、私立学校を設置する学校法人とする。

（補助対象除外等） 

第３条 知事は、学校法人又は学校法人の設置する私立学校が次の各号の一に該当

する場合は、その状況に応じ、当該学校法人を補助金の交付対象から除外し、又

は当該学校法人に交付する補助金を減額して交付することができる。 

 （１）法令の規定、法令の規定に基づく所轄庁の処分又は寄附行為に違反してい

る場合 

 （２）教育条件又は管理運営が適正を欠く場合 

（補助対象経費） 

第４条 この補助金の補助対象経費は、私立学校の教育に係る経常的経費で次に掲

げる経費とする。 

 （１）教職員人件費 

 （２）教育研究・管理経費 



（消耗品費・光熱水費・印刷製本費・旅費・賃金・修繕費・通信運搬費・燃

料費等） 

 （３）設備・図書経費 

（教育研究用機器備品支出・図書支出） 

２ 前項各号に掲げるもののほか、専修学校のうち職業実践専門課程の認定を受け

ている学校（以下「職業実践専門課程認定校」という。）は、専修学校の専門課程

における職業実践専門課程の認定に関する規程（平成２５年８月３０日文部科学

省告示第１３３号）第２条第１項第２号から第７号までに規定する職業実践専門

課程の運営に必要な経費を対象とする。 

（補助金額） 

第５条 補助金額は、別に定める配分基準によるものとする。 

（補助金の交付申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者は、規則第４条の規定により補助金交付

 申請書（第１号様式）に次に掲げる書類を添えて、別に定める期日までに知事に

 提出しなければならない。 

 （１）事業計画書（第２号様式） 

 （２）収支予算書（第３号様式） 

 （３）学則 

 （４）前各号のほか知事が必要と認める書類 

２ 前項各号に掲げるもののほか、職業実践専門課程認定校は、事業計画書（職業

実践専門課程認定学科）（第１０号様式）を併せて提出しなければならない。 

（補助金の交付の条件） 

第７条 規則第６条の規定による補助金の交付の条件は、次のとおりとする。 

補助事業に要する経費の配分又は補助事業の内容変更、中止又は廃止する場合

においては、補助事業変更（中止又は廃止）承認申請書（第４号様式）により知事

の承認を受けること。ただし、補助金の額を変更せず、かつ、補助対象経費の変更

が２割以内の場合はこの限りでない。 



（交付決定の通知） 

第８条 知事は第６条の規定による補助金交付申請書の提出があった場合には、書

類を審査の上、交付すべきものと認めたときは速やかに交付の決定を行い、交付

決定通知書（第５号様式）を補助事業者に送付するものとする。 

２ 知事は、前項の決定をする場合において、必要に応じて条件を付すことができ

るものとする。 

（補助金の交付の時期） 

第９条 補助金の交付は、四半期ごとに概算払によるものとし、概算払請求書（第

 ６号様式）により交付するものとする。ただし、専修学校及び各種学校に係る補

 助金並びに知事が特に必要と認めたものの概算払の時期については、この限りで

 ない。 

（実績報告書） 

第10条 補助事業者は、当該事業が完了した日若しくは廃止の承認を受けた日から

起算して１箇月を経過した日又は交付決定をした年度の翌年度の４月１０日のい

ずれか早い期日までに、規則第１２条の規定による実績報告書（第７号様式）に、

収支決算書（第８号様式）を添えて知事に提出しなければならない。 

２ 前項に掲げるもののほか、職業実践専門課程認定校は、実績報告書（職業実践

専門課程認定学科）（第１１号様式）を併せて提出しなければならない。 

（補助金の額の確定） 

第11条 知事は、実績報告書の提出を受けた場合には、報告書等の審査及び必要に

応じて行う現地調査により、その報告に係る補助事業の成果が補助金の交付の決

定の内容及びこれに付した条件に適合するかどうかを調査し、適合すると認めた

場合は、交付すべき補助金の額を確定し、補助金額の確定通知書（様式第９号）

により補助事業者に通知するものとする。 

２ 知事は、補助事業者に交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にそ

の額を超える補助金が交付されているときは、その超える部分の補助金の返還を

命ずる。 



３ 前項の補助金の返還期限は、当該命令のなされた日から知事が別に定める日ま

でとする。 

４ 第２項の場合において、返還期限内に納付がない場合には、未納に係る金額に

対して、その未納に係る期間に応じて年利10.95％の割合で計算した延滞金を徴す

るものとする。 

（証拠書類等の整備及び保管） 

第12条 補助金の交付を受けた者は、当該経費の収支に関する事項を明らかにした

 書類及び帳簿を整備し、年度終了後５年間保管しておかなければならない。 

 

   附   則 

 この要綱は、昭和５２年度から適用する。 

   附   則 

 この要綱は、昭和５３年度から適用する。 

   附   則 

 この要綱は、昭和５８年度から適用する。 

   附   則 

 この要綱は、昭和６３年度から適用する。 

   附   則 

 この要綱は、平成１０年１１月１日から適用する。 

   附   則 

 この要綱は、平成１４年４月１日から適用する。 

 

附   則 

 この要綱は、平成２７年４月１日から適用する。 

附   則 

 この要綱は、令和５年９月１日から適用する。 


